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法人単位 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,824 1,824 （４） ― 1,824 1,824 （４）

運営費交付金 1,426 1,477 51 11,488 11,488 ― ― ― ― 496 499 2 801 801 ― ― ― ― 3,171 2,877 △ 294 17,383 17,142 △ 241

受託収入 ― ― ― ― ― ― 14,731 14,477 △ 255 168 169 1 937 920 △ 16 946 917 △ 29 1,333 1,761 428 （５） 18,115 18,244 129

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 103 61 △ 42 （６） 103 61 △ 42 （６）

事業収入 ― ― ― 9,889 10,330 441 ― ― ― 0 0 0 （３） 243 235 △ 8 ― ― ― ― ― ― 10,132 10,565 433

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 45 174 129 （７） 45 174 129 （７）

計 1,426 1,477 51 21,377 21,818 441 14,731 14,477 △ 255 665 668 3 1,981 1,957 △ 25 946 917 △ 29 4,652 6,696 2,044 45,778 48,009 2,231

事業経費 474 744 271 （１） 19,010 18,873 △ 137 13,651 13,883 232 327 373 47 （１） 45 45 △ 0 881 850 △ 31 ― ― ― 34,387 34,768 381

一般管理費 （注１） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 2,661 2,566 △ 95 2,661 2,566 △ 95

人件費 952 681 △ 272 （２） 2,367 2,517 150 1,080 1,104 24 338 342 5 1,937 1,971 35 65 65 ― 1,991 1,808 △ 183 8,730 8,488 △ 242

計 1,426 1,425 △ 1 21,377 21,390 13 14,731 14,987 256 665 716 51 1,981 2,016 35 946 915 △ 31 4,652 4,374 △ 278 45,778 45,822 44

（注１） 損益計算書との相違の概要

　　・ 決算報告書の一般管理費は、損益計算書の一般管理費のうち情報システム等整備経費について、事業経費として各業務に配分して計上しているため、損益計算書の一般管理費とは合致しない。

（注２） 予算と決算の差額の説明

（１） 事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（２） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（３） 事業収入の予算額と決算額の差は、DV等被害者法律相談援助業務の収入の実績が増加したことによる。

（４） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１，４７３百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（５） 受託収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（６） 補助金等収入の予算額と決算額の差は、寄附金の収入実績が少なかったことによる。

（７） 事業外収入の予算額と決算額の差は、雑益が増加したことによる。
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支出

共通 合計

収入

区分

情報提供業務 民事法律扶助業務 国選弁護等関連業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 受託業務
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一般勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

前年度繰越金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,824 1,824 （４） ― 1,824 1,824 （４）

運営費交付金 1,426 1,477 51 11,488 11,488 ― 496 499 2 801 801 ― ― ― ― 3,171 2,877 △ 294 17,383 17,142 △ 241

受託収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 946 917 △ 29 ― ― ― 946 917 △ 29

補助金等収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 103 61 △ 42 （５） 103 61 △ 42 （５）

事業収入 ― ― ― 9,889 10,330 441 0 0 0 （３） 243 235 △ 8 ― ― ― ― ― ― 10,132 10,565 433

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 45 137 91 （６） 45 137 91 （６）

計 1,426 1,477 51 21,377 21,818 441 496 499 3 1,045 1,036 △ 8 946 917 △ 29 3,319 4,898 1,578 28,609 30,645 2,036

事業経費 474 744 271 （１） 19,010 18,873 △ 137 170 211 41 （１） 7 8 1 881 850 △ 31 ― ― ― 20,541 20,685 144

一般管理費 （注１） ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 1,958 2,136 178 1,958 2,136 178

人件費 952 681 △ 272 （２） 2,367 2,517 150 327 331 4 1,037 1,002 △ 35 65 65 ― 1,361 1,238 △ 123 6,110 5,834 △ 276

計 1,426 1,425 △ 1 21,377 21,390 13 496 542 45 1,045 1,010 △ 35 946 915 △ 31 3,319 3,375 55 28,609 28,656 47

（注１） 損益計算書との相違の概要

　　・ 決算報告書の一般管理費は、損益計算書の一般管理費のうち情報システム等整備経費について、事業経費として各業務に配分して計上しているため、損益計算書の一般管理費とは合致しない。

（注２） 予算と決算の差額の説明

（１） 事業経費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（２） 人件費の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（３） 事業収入の予算額と決算額の差は、DV等被害者法律相談援助業務の収入の実績が増加したことによる。

（４） 前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１，４７３百万円及び政府出資金３５１百万円である。

（５） 補助金等収入の予算額と決算額の差は、寄附金の収入実績が少なかったことによる。

（６） 事業外収入の予算額と決算額の差は、雑益が増加したことによる。

支出

収入

令和５事業年度　決算報告書

区分

情報提供業務 民事法律扶助業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 受託業務 共通 合計
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国選弁護人確保業務等勘定 （単位：百万円）

予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考 予算額 決算額 差額 備考

受託収入 14,731 14,477 △ 255 168 169 1 937 920 △ 16 1,333 1,761 428 （１） 17,169 17,327 158

事業外収入 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 38 38 （２） ― 38 38 （２）

計 14,731 14,477 △ 255 168 169 1 937 920 △ 16 1,333 1,799 466 17,169 17,364 195

事業経費 13,651 13,883 232 157 163 6 38 37 △ 1 ― ― ― 13,846 14,083 237

一般管理費 （注１） ― ― ― ― ― ― ― ― ― 703 430 △ 273 （３） 703 430 △ 273 （３）

人件費 1,080 1,104 24 11 11 0 899 969 70 630 570 △ 60 2,620 2,654 34

計 14,731 14,987 256 168 174 6 937 1,006 69 1,333 999 △ 334 17,169 17,167 △ 2

（注１） 損益計算書との相違の概要

（注２） 予算と決算の差額の説明

（１） 受託収入の予算額と決算額の差は、当年度中に執行状況を踏まえて予算配分を見直したことによる。

（２） 事業外収入の予算額と決算額の差は、共通勘定の収入を配賦したことによる。

（３） 一般管理費の予算額と決算額の差は、調達の内容及び方法の工夫により経費削減に努めたことなどによる。

収入

　　・ 決算報告書の一般管理費は、損益計算書の一般管理費のうち情報システム等整備経費について、事業経費として各業務に配分して計上しているため、

　　　損益計算書の一般管理費とは合致しない。

令和５事業年度　決算報告書

区分
国選弁護等関連業務 犯罪被害者支援業務 司法過疎対策業務 共通 合計

支出
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